
 

（様式１－３） 

広野町復興交付金事業計画 復興交付金事業等個票 

平成２４年６月時点 

※本様式は１－２に記載した事業ごとに記載してください。 

NO. 18 事業名 都市公園事業（浅見川地区防災緑地）※施設費 事業番号 Ｄ－２２－１ 

交付団体 福島県 事業実施主体（直接/間接） 福島県（直接） 

総交付対象事業費 2,400,000（千円） 全体事業費 2,400,000（千円） 

事業概要 

■浅見川地区 津波防災緑地整備 Ａ＝１２．６ｈａ 

 広野町下浅見川地区と下北迫地区は津波により壊滅的な被害を受け、その津波は沿岸部の集落や防潮堤、

県道広野小高線等を大きく破壊した。 

当該地区は一部防災集団移転をするものの、ほとんどの住家が現位置再建を希望しており、防災緑地を

整備し、津波被害の低減を図ることにより、今次津波における浸水区域での現地再建が可能となり、防災

集団移転の規模を縮減することに寄与している。 

                                                                                                                                                                                                                                          

（「広野町復興計画（第一次素案）(案)」の 11～12 ページ「（5）土地利用のあり方」②復興ゾーンの土地

利用」を参照） 

 

当面の事業概要 

＜平成 24年度＞ 

 地形測量、用地測量、緑地設計 

東日本大震災の被害との関係 

 東日本大震災に伴い発生した津波により被害を受けた当該地区では、防災対策等により安全性の向上を 

図りながら従前の土地利用を踏まえ現位置での復興を基本に、海岸堤防等と合わせて津波被害を低減する

津波防災緑地を整備し、災害に強い市街地を形成する。 

 

関連する災害復旧事業の概要 

 被災区域内では海岸堤防、北迫川及び浅見川の災害復旧事業をそれぞれ進めており、本事業との調整を

行っている。 

※効果促進事業等である場合には以下の欄を記載。 

関連する基幹事業 

事業番号  

事業名  

交付団体  

基幹事業との関連性 

 

 

  



 

（様式１－３） 

広野町復興交付金事業計画 復興交付金事業等個票 

平成２４年６月時点 

※本様式は１－２に記載した事業ごとに記載してください。 

NO. 19 事業名 都市公園事業（浅見川地区防災緑地）※用地費 事業番号 Ｄ－２２－２ 

交付団体 福島県 事業実施主体（直接/間接） 福島県（直接） 

総交付対象事業費 300,000（千円） 全体事業費 300,000（千円） 

事業概要 

■浅見川地区 津波防災緑地整備 Ａ＝１２．６ｈａ 

 広野町下浅見川地区と下北迫地区は津波により壊滅的な被害を受け、その津波は沿岸部の集落や防潮堤、

県道広野小高線等を大きく破壊した。 

当該地区は一部防災集団移転をするものの、ほとんどの住家が現位置再建を希望しており、防災緑地を

整備し、津波被害の低減を図ることにより、今次津波における浸水区域での現地再建が可能となり、防災

集団移転の規模を縮減することに寄与している。 

                                                                                                                                                                                                                                          

（「広野町復興計画（第一次素案）(案)」の 11～12 ページ「（5）土地利用のあり方」②復興ゾーンの土地

利用」を参照） 

 

当面の事業概要 

＜平成 24年度＞ 

 用地補償 

東日本大震災の被害との関係 

 東日本大震災に伴い発生した津波により被害を受けた当該地区では、防災対策等により安全性の向上を 

図りながら従前の土地利用を踏まえ現位置での復興を基本に、海岸堤防等と合わせて津波被害を低減する

津波防災緑地を整備し、災害に強い市街地を形成する。 

 

関連する災害復旧事業の概要 

 被災区域内では海岸堤防、北迫川及び浅見川の災害復旧事業をそれぞれ進めており、本事業との調整を

行っている。 

※効果促進事業等である場合には以下の欄を記載。 

関連する基幹事業 

事業番号  

事業名  

交付団体  

基幹事業との関連性 
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